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 本委員会は、所管事務の調査を終了したので、その結果を報告します。 

 

記 

 

１ 調査事項並びに調査期日 

（１）森林環境譲与税の活用について  令和７年１月30日（木） 

   （概要説明及び現地視察） 

 

２ 調査結果 

森林環境税及び森林環境譲与税は、森林の公益的機能の発揮、パリ協定の枠

組みにおける温室効果ガス削減目標の達成や、災害防止を図るための森林整備

等に必要な地方財源の安定確保を目的として、平成31年３月に創設された。 

基山町の森林環境譲与税については、譲与基準である私有林人工林面積55％、

林業就業者数20％、人口25％の割合で譲与されている。基山町は、総面積の約

43％（952ha）が山林であり、令和元年度から令和５年度までに16,918千円が

譲与された。それを基金に積立し、今までに2,870千円を支出している。これ

までの支出としては、所有者意向調査、森林調査業務委託料、地域林政アドバ

イザー業務委託料、木工教室事業、林業の担い手育成業務委託料等に利用され

ているとの説明を受けた。 

現地では、今年度整備を行う予定の森林（町道うそん谷線周辺）及び過去に

森林経営計画で整備をした森林（林道九千部山横断線の入り口付近）の視察を

行った。 

今年度事業予定の森林は、災害発生時に被害が想定される道路沿いの生活圏



に近い場所で、手入れが行き届いていない森林の整備となっているが、多くの

町民が納得できる使い方をすべきではないかと質したところ、森林環境譲与税

は目的税であるため、使途が限られており、全国的に見ても間伐等の森林整備

や木材利用・普及啓発、人材の育成・担い手の確保に使われているとの説明を

受けた。 

当委員会としては、森林も、農地や空家と同じく所有者による管理が必要な

ため、所有者不明になる前に手を打つべきである。また、子育ての現場や学校

教育の中で、森林の重要性について教育や町内産の木材を使った加工品等に実

際に触れるなどの取組をするように提案した。 

 

 


